
議案第１６号 

平成３１年度弘前市病院事業会計予算 

（総 則） 

第１条 平成３１年度弘前市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 病床数                     ２５０床 

（２） 年間患者数 

入院                 ３６，６００人 

外来                 ７２，０００人 

（３） １日平均患者数 

入院                    １００人 

外来                    ３００人 

（４） 主要な建設改良事業 

       医療機器購入            ６４，８００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
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         収        入 

第１款 病 院 事 業 収 益               ３，０１４，９６１千円 

第１項 医 業 収 益              ２，６２３，６８４千円 

第２項 医 業 外 収 益                ３９１，２２７千円 

第３項 特 別 利 益                     ５０千円 

                支        出 

第１款 病 院 事 業 費 用               ３，７５３，２６４千円 

第１項 医 業 費 用              ３，６７５，３１０千円 

第２項 医 業 外 費 用                 ７６，４５４千円 

第３項 特 別 損 失                  １，５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収        入 

第１款 資 本 的 収 入                 ２３８，８５４千円 

 第１項 出 資 金                ２３８，８５４千円 

支        出 

第１款 資 本 的 支 出                 ２３８，８５４千円 

第１項 建 設 改 良 費                １５５，６００千円 

第２項 企 業 債 償 還 金                 ８３，２５４千円 
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（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

診療業務補助に係る経費 平成 32 年度 診療業務補助に要する経費 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、1,200,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）医業費用、医業外費用及び特別損失との間 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、

又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                    １，８３９，４９９千円 

（２） 交際費                            ３００千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

（１）弘前市小児救急輪番制病院運営費補助金            ５，３１９千円 

- 病 3 -



（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、537,370 千円と定める。 

平成３１年２月２２日提出 

                                          青森県弘前市長  櫻 田   宏 
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1

1

1

2

3

2

1

2 一般会計補助金

3 不採算部門運営費一般会計繰入金

4 償却した長期前受金の額のうち医業外収益として整理するもの

5 施設使用料等その他医業外収益

3 当年度の経常的収益から除外すべき利益

1 前年度以前の損益の修正益

1 預金利息

他 会 計 補 助 金

収益的収入及び支出

収　　　入

受 取 利 息 配 当 金

特 別 利 益

項

医 業 収 益

3,014,961

391,227

198,623そ の 他 医 業 収 益

外 来 収 益

病 院 事 業 収 益

医 業 外 収 益

2,623,684

入 院 収 益 1,405,354

主たる医業活動から生ずる収益

入院医療から生ずる収益

外来医療から生ずる収益

室料差額、公衆衛生活動、医療相談、受託検査、その他医業収益

1,019,707

過 年 度 損 益 修 正 益

金融及び財務活動並びに医業外活動による収益

平成３１年度弘前市病院事業会計予算実施計画

5,319

361,666

19,642

50

50

負 担 金 交 付 金

そ の 他 医 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入 4,599

事業活動全般から生ずる収益

目 予定額(千円) 備       考款
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1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

4 納付する消費税及び地方消費税

3

1

支　　　出

消費税及び地方消費税 2,910

39,958

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 損 失 1,500 当年度の経常的費用から除外すべき損失

繰延資産の償却費

医業外の雑損失

3,675,310

企業債利息及び一時借入金の利息

固定資産の除却損、たな卸資産の減耗費

121,800

19,212

給 与 費

14,374

雑 損 失

748,820

1,500 前年度以前の損益の修正損

繰 延 資 産 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

支 払 利 息 及 び

医 業 費 用

項

医 業 外 費 用

病 院 事 業 費 用

款

医業活動に要する材料用具等の費用

事業活動全般に要する費用

主たる医業活動に要する費用

医業活動に要する給与費

776,712

資産の減価償却費

目 備       考予定額(千円)

170,959

医業活動に関連する管理費用

3,753,264

経 費

金融、財務活動並びに医業外活動に要する費用76,454

各種研究研修に要する費用研 究 研 修 費

6,000

材 料 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

1,851,019
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1

1

1

1

1

1

2

1

資本的収入及び支出

83,254企 業 債 償 還 金 企業債の元金償還に要する支出

款

建設改良事業及び企業債の元金償還に要する支出

建設改良事業に要する支出

238,854

238,854

資 産 購 入 費

支　　　出

項

建 設 改 良 費

医療機器の購入及びリース債務の返済に要する支出

一 般 会 計 出 資 金 238,854 　　　　　〃

項

155,600

備       考

155,600

目 予定額(千円)

資 本 的 支 出

出 資 金

資 本 的 収 入

予定額(千円) 備       考目款

収　　　入

企 業 債 償 還 金 83,254 　　　　　〃

238,854 企業債の元金償還等に要する資金に充てる一般会計からの出資金

資本的支出に充てる収入
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（単位 円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

　　　　減価償却費

　　　　固定資産除却損

　　　　繰延資産償却費

　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　繰延資産の取得による支出

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 742,697,000

170,959,000

5,000,000

14,374,000

△ 4,599,000

△ 473,963,257

1,000

△ 19,212,000

△ 1,000

19,212,000

27,303,265

△ 3,044,990

△ 64,818,000

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

平成３１年度弘前市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 493,174,257

△ 60,000,000

△ 4,818,000

18,356,080

△ 270,612

19,019,000

773,000

1,500,000

153,000
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　一時借入れによる収入

　　　　一時借入金の返済による支出

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　他会計からの出資による収入

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

0

500,000

557,992,257

△ 90,800,000

△ 373,569,756

866,761,377

500,000

△ 83,253,364

238,854,000
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（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

比 較
7 △ 1,825 △ 24,130 △ 5,116 

(△275) (△237)

前 年 度
7,659 13,665 85,098 97,126 
(430) (862)

本 年 度
7,666 11,840 60,968 92,010 
(155) (625)

区 分
通勤手当 住居手当 退職給付費 賞与引当金繰入額

(千円) (千円) (千円) (千円)

△ 46,710 6 

前 年 度

△ 9,892 △ 2,867 △ 262 
(△947) (△474)

79,761 12,589 15,889 56,652 12,593 19,629 207,020 
(1,909) (1,058)

76,894 12,327 
(962) (584)

勤勉手当 寒冷地手当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

手
当
の
内
訳

区 分
扶養手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 管理職手当 特殊勤務手当 宿日直手当 期末手当

本 年 度
16,046 48,019 12,018 18,708 160,310 2,160 112,312 

2,154 122,204 

比 較
157 △ 8,633 △ 575 △ 921 

△ 201,396 △ 37,044 △ 238,440 
(△1) (△2,375) (△1,933) (△4,308) (△555) (△4,863)

△ 201,396 △ 37,044 △ 238,440 
(△1) (△2,375) (△1,933) (△4,308) (△555) (△4,863)比

較

損益勘定支弁職員
△ 18 △ 55,554 △ 28,958 △ 16,123 

合 計

△ 100,761 

資本勘定支弁職員

合 計
△ 18 △ 55,554 △ 28,958 △ 16,123 △ 100,761 

前
年
度 302,783 2,061,236 

(7) (14,743) (4,259)
228 95,697 799,004 131,713 

(19,002) (2,564) (21,566)
732,039 1,758,453 

302,783 2,061,236 
(7) (14,743) (4,259) (19,002) (2,564) (21,566)

損益勘定支弁職員
228 95,697 799,004 131,713 732,039 1,758,453 

資本勘定支弁職員

1,557,057 265,739 1,822,796 
(6) (12,368) (2,326) (14,694) (2,009) (16,703)

265,739 1,822,796 
(6) (12,368) (2,326) (14,694) (2,009) (16,703)本

年
度

損益勘定支弁職員
210 40,143 770,046 115,590 631,278 1,557,057 

資本勘定支弁職員

合 計
210 40,143 770,046 115,590 631,278 

給   与   費   明   細   書

１　総　　　括

区 分
職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
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２　給料及び手当の増減額の明細

給料の改定率 0.24％

平均昇給率　1.48％

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

３　給料及び手当の状況

 （１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳） 39.4 40.1

46.3

304,168

平 均 給 与 月 額 1,106,881 357,732 343,891 383,633

44.5

２９年１０月１日現在

平 均 給 料 月 額 469,173 282,315 276,706

平 均 年 齢 46.2

（一般職）

３０年１０月１日現在

平 均 給 料 月 額 481,217 292,864 283,085 313,786

平 均 給 与 月 額 1,135,344

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 事務・技師

（医療職（１）） （医療職（２）） （医療職（３））

378,249 340,118 370,188

平 均 年 齢 48.1 40.5 40.6

手　　　当

 制度改正に伴う増減分 給与改定に伴う制度改正

△ 28,958 
 昇給に伴う増加分 10,216 

(△2,375)

 その他の増減分
△ 44,296 

 その他の増減分 新陳代謝、その他

新陳代謝、その他

△ 100,761 

△ 2,080 

(53)

△ 98,681 

(△1,986)

勤勉手当　　　　　 3,526

(△1,933)

区 分 増減額(千円) 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説　　　　　　　　　　　　明

(53)

退職給付費 △ 5,606

退職給付費 △ 18,524

その他 △ 80,157 (△1,986)

備 考

給 料

 給与改定に伴う増減分
実施の時期 平成30年12月（平成30年4月適用）

(△2,397)

（経過措置支給対象職員を除く）

5,122 

(22)
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 （２）初　任　給

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

（一般職）  （円）

180,700

短　　　大　　　卒 175,700 198,800

高　　　校　　　卒 148,600

大　　　学　　　卒 340,400 186,900 208,100

大　　　学　　　卒 186,900 208,100 180,700

短　　　大　　　卒 175,700 198,800

高　　　校　　　卒 148,600

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 事務・技師

（医療職（１））  （円） （医療職（２））  （円） （医療職（３））  （円）

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 事務・技師

（医療職（１））  （円） （医療職（２））  （円） （医療職（３））  （円） （一般職）  （円）
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 （３）級 別 職 員 数

1 5.3 1 3.3 1 0.7 

9 47.4 4 13.3 4 2.9 1 4.5 

4 21.0 5 16.7 15 10.8 2 9.1 

5 26.3 6 20.0 14 10.1 1 4.5 

14 46.7 105 75.5 2 9.1 
(3) (100.0)

11 50.1 
(2) (100.0)

1 4.5 

4 18.2 
(1) (100.0)

19 100.0 30 100.0 139 100.0 22 100.0 
(2) (100.0) (3) (100.0) (1) (100.0)

1 4.5 1 2.9 1 0.6 1 4.5 

8 36.4 4 11.8 6 4.0 

8 36.4 5 14.7 14 9.3 2 9.1 

5 22.7 6 17.7 16 10.6 1 4.5 

17 50.0 114 75.5 3 13.7 
(4) (100.0)

1 2.9 10 45.5 
(2) (100.0)

5 22.7 
(1) (100.0)

22 100.0 34 100.0 151 100.0 22 100.0 
(2) (100.0) (4) (100.0) (1) (100.0)

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

職員数
(人)

構成比
(%)

区　　　分
医師（医療職(１)） 医療技術職員（医療職(２)） 看護師（医療職(３)） 事務・技師（一般職）

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級

３０年１０月１日現在

４級 ６級 ６級

２級 ２級

８級

３級 ５級 ５級

１級 ３級 ３級 ５級

２級

７級

２級 ４級 ４級 ６級

４級

１級 １級 ３級

１級

計 計 計 計

２９年１０月１日現在

４級 ６級 ６級 ８級

３級 ５級 ５級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級

２級

７級

２級 ４級 ４級 ６級

４級

１級 １級 ３級

１級

計 計 計 計
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（級別の標準的な職務内容）

医療職（１） 院長
副院長・医療
局長・科長

科長・医長・
医師

医師

区分 ４級 ３級 ２級 １級

区分 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

管理栄養士・栄養士・診療
放射線技師・臨床検査技
師・理学療法士・作業療法
士・視能訓練士

区分 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

医療職（２） 薬剤長
副薬剤長・技
師長

副技師長・主任薬剤
師・主任管理栄養
士・主任栄養士・主
任技師

主任薬剤師・主任管
理栄養士・主任栄養
士・主任技師

薬剤師・管理栄養士・栄養
士・診療放射線技師・臨床
検査技師・理学療法士・作
業療法士・視能訓練士

准看護師

区分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

医療職（３） 総看護師長 副総看護師長 看護師長 主任看護師
助産師・看護
師

主事

２級 １級

一　般　職 事務局長
事務局長・課
長

課長 課長補佐
課長補佐・主
幹

係長・主査 主事
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 職　　員　　数　　　　(Ａ) (人)

 昇給に係る職員数 　　 (Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

 比　　率　　　(Ｂ) ／ (Ａ) （％）

 職　　員　　数　　　　(Ａ) (人)

 昇給に係る職員数 　　 (Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

 比　　率　　　(Ｂ) ／ (Ａ) （％）

 給料総額に対する比率 （％）

 支給対象職員の比率 （％）

 (平成３０年１０月１日現在)

（円）

 医師調整手当、夜間看護等手当、救急医療体制手当、放射線取扱手当

 夜間看護等手当、救急医療体制手当、医師調整手当、放射線取扱手当

―

 代表的な特殊勤務手当の名称　
支給額の多い手当

多くの職員に支給
されている手当

 支給対象職員１人当たり平均支給月額 69,789 550,595 19,884 16,702

66.67 100.00 59.38 74.65 －

事務・技師
（一般職）

21.72 118.09 7.34 6.33 ―

 （５）特殊勤務手当

区　　　　　　　分 全職種
医師

（医療職（１））
医療技術職員
（医療職（２））

看護師
（医療職（３））

89.4 85.0 91.2 89.4

11 30 133 17

5 3 1 1

22

203 17 31 135 20前

年

度

227 20 34 151

号給数別内訳
7 3 2 2

90.9

191

87.6 63.2 86.7 91.4 86.4

170 8 24 123 15

1 1

10 2 1 4 3

 （４）昇　　給

区　　　　　　　分 合計
医師

（医療職（１））
医療技術職員
（医療職（２））

看護師
（医療職（３））

事務・技師
（一般職）

22

184 12 26 127 19本

年

度

210 19 30 139

号給数別内訳
4 2
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 （６）期末手当・勤勉手当

（　）内は、再任用職員に係る外書き数字である。

 （７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 （８）その他の手当

扶 養 手 当 同

通 勤 手 当 同

地 域 手 当 同

住 居 手 当 同

47.709 47.709

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

 定年前早期退職特例措置
 （2～20％加算)

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075

 定年前早期退職特例措置
 （2～20％加算)

前 年 度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59
 定年前早期退職特例措置
 （2～20％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

備 考
(月分) (月分) (月分) (月分)

その他の加算措置等区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

一 般 会 計 の 制 度
2.125 2.125 4.25 

有
(1.125) (1.125) (2.25)

前 年 度
2.025 2.175 4.20 

有
(2.20)(1.050) (1.150)

本 年 度
2.125 2.125 4.25 

有
(1.125) (1.125) (2.25)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備 考

６月(月分) １２月(月分) (月分)
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（当該年度分）

千円 千円 千円 千円

（過年度分）

千円 千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 自己資金

事　　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

全　　額944
クレジットカード納付
支払手数料

クレジットカード納付
に対する手数料

平成29年度から
平成30年度まで

平成31年度から
平成32年度まで

限度額に同じ

全　　額20,185
オーダリングシステム
借上料

94,540
平成29年度から
平成30年度まで

平成31年度から
平成34年度まで

限度額に同じ

外来診療業務補助者
派遣料

派遣に要する経費 平成31年度 限度額に同じ 全　　額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 自己資金

診療業務補助に係る
経費

診療業務補助に要する
経費

平成32年度 限度額に同じ 全　　額
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1

(1)

イ 土 地 472,534,938

ロ 建 物 3,672,643,748

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,556,804,969 1,115,838,779

ハ 構 築 物 37,574,600

減 価 償 却 累 計 額 △ 33,495,909 4,078,691

ニ 器 械 備 品 1,108,545,049

減 価 償 却 累 計 額 △ 890,387,476 218,157,573

ホ リ ー ス 資 産 827,664,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 670,016,760 157,647,240

有 形 固 定 資 産 合 計 1,968,257,221

(2)

イ 電 話 加 入 権 1,107,509

無 形 固 定 資 産 合 計 1,107,509

(3)

イ 長 期 前 払 消 費 税 22,203,482

投資その他の資産合計 22,203,482

固 定 資 産 合 計 1,991,568,212

2

(1) 500,000

(2) 309,958,441

△ 11,312,979 298,645,462

(3) 36,243,318

平成３１年度弘前市病院事業予定貸借対照表

（平成３２年３月３１日）

（単位 円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品
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(4) 752,000

流 動 資 産 合 計 336,140,780

資 産 合 計 2,327,708,992

3

(1)

イ

1,031,729,509

企 業 債 合 計 1,031,729,509

(2) 111,972,378

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 654,446,094

引 当 金 合 計 654,446,094

固 定 負 債 合 計 1,798,147,981

4

(1) 866,761,377

(2)

イ

84,566,177

企 業 債 合 計 84,566,177

(3) 58,286,812

(4) 129,467,896

(5) 252,000

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

引 当 金

流 動 負 債

前 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金
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(6)

イ 賞 与 引 当 金 92,635,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 17,629,000

引 当 金 合 計 110,264,000

(7) 13,218,801

流 動 負 債 合 計 1,262,817,063

5

(1) 186,602,336

(2) △ 52,991,297

繰 延 収 益 合 計 133,611,039

負 債 合 計 3,194,576,083

6 3,396,058,104

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,274,020

ロ 補 助 金 79,103,163

資 本 剰 余 金 合 計 81,377,183

(2)

イ 当年度未処理欠損金 4,344,302,378

欠 損 金 合 計 4,344,302,378

剰 余 金 合 計 △ 4,262,925,195

資 本 合 計 △ 866,867,091

負 債 資 本 合 計 2,327,708,992

資 本 剰 余 金

欠 損 金

資 本 金

引 当 金

剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資　　　本　　　の　　　部
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1

(1) 1,401,501,000

(2) 1,036,754,000

(3) 217,137,000 2,655,392,000

2

(1) 1,860,492,000

(2) 764,150,000

(3) 608,007,000

(4) 252,185,000

(5) 6,000,000

(6) 121,674,000 3,612,508,000

957,116,000

3

(1) 1,000

(2) 5,319,000

(3) 1,693,000

(4) 844,852,000

(5) 6,312,000

(6) 19,908,000 878,085,000

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

他 会 計 補 助 金

補 助 金

負 担 金 交 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 医 業 外 収 益

減 価 償 却 費

平成３０年度弘前市病院事業予定損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位 円）

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費
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4

(1) 20,247,000

(2) 14,061,000

(3) 108,029,000 142,337,000 735,748,000

221,368,000

5

(1) 50,000 50,000

6

(1) 1,500,000 1,500,000 △ 1,450,000

222,818,000

3,378,787,378

3,601,605,378

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰 延 資 産 償 却

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

医 業 外 費 用
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1

(1)

イ 土 地 472,534,938

ロ 建 物 3,672,643,748

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,500,210,969 1,172,432,779

ハ 構 築 物 37,574,600

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,908,909 4,665,691

ニ 器 械 備 品 1,148,545,049

減 価 償 却 累 計 額 △ 955,683,476 192,861,573

ホ リ ー ス 資 産 827,664,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 585,942,760 241,721,240

有 形 固 定 資 産 合 計 2,084,216,221

(2)

イ 電 話 加 入 権 1,107,509

無 形 固 定 資 産 合 計 1,107,509

(3)

イ 長 期 前 払 消 費 税 31,759,482

投資その他の資産合計 31,759,482

固 定 資 産 合 計 2,117,083,212

2

(1) 500,000

(2) 337,261,706

△ 9,812,979 327,448,727

(3) 54,663,318貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

平成３０年度弘前市病院事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

（単位 円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金
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(4) 688,080

流 動 資 産 合 計 383,300,125

資 産 合 計 2,500,383,337

3

(1)

イ

1,116,295,686

企 業 債 合 計 1,116,295,686

(2) 187,303,890

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 635,427,094

引 当 金 合 計 635,427,094

固 定 負 債 合 計 1,939,026,670

4

(1) 373,569,756

(2)

イ

83,253,364

企 業 債 合 計 83,253,364

(3) 73,755,300

(4) 132,512,886

(5) 522,612

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

一 時 借 入 金

前 払 費 用

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

引 当 金

流 動 負 債
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(6)

イ 賞 与 引 当 金 91,862,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 17,476,000

引 当 金 合 計 109,338,000

(7) 13,218,801

流 動 負 債 合 計 786,170,719

5

(1) 186,602,336

(2) △ 48,392,297

繰 延 収 益 合 計 138,210,039

負 債 合 計 2,863,407,428

6 3,157,204,104

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,274,020

ロ 補 助 金 79,103,163

資 本 剰 余 金 合 計 81,377,183

(2)

イ 当年度未処理欠損金 3,601,605,378

欠 損 金 合 計 3,601,605,378

剰 余 金 合 計 △ 3,520,228,195

資 本 合 計 △ 363,024,091

負 債 資 本 合 計 2,500,383,337

剰 余 金

資 本 剰 余 金

欠 損 金

資 本 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資　　　本　　　の　　　部
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会計に関する書類における注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　8年～50年

　　　　　構築物　　　 10年～40年

　　　　　機械備品　　　4年～15年

　　(2) リース資産

        ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　３　引当金の計上基準

　　(1) 退職給付引当金　　

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する分（１２月から３月までの４か月分）を計上している。　　　　　

　  (3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っている。
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Ⅱ　予定貸借対照表関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　平成３１年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、

　　一般会計が負担すると見込まれる額は1,116,295,686円である。

　２　みなし償却制度廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前にみなし償却規定を適用して減価償却を行っていた償却資産については、みなし償却規定を適用しなかったとし

　　たならば行っていた減価償却累計額から、既に行った減価償却累計額を控除して得た額を平成２６年４月１日において帳簿価格から減額し、

　　同額を資本剰余金から減額している。

Ⅲ　リース契約により取得する固定資産

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　1,754,892円

　　　１年超　　        0円

　　　　計　　　1,754,892円

Ⅳ　その他

　　　平成３１年度において、退職手当として 41,949,000円を支給するため、退職給付引当金 41,949,000円を取り崩す予定である。
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